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目的 外国人介護職者がより長期的に安定した就労の継続ができるよう，具体的な支援の方法を検

討するために，就労継続意向とバーンアウトおよびコミュニケーション能力の現状について，

日本人介護職者との比較を通して外国人介護職者の特徴や傾向を見出すことを目的とした。

方法 経済連携協定（Economic Partnership Agreement; EPA「以下，EPA」）基づく外国人介護職

者および同年代の日本人介護職者を対象に，Maslach Burnout Inventory（MBI, 1981）の日本

語版と Snyder（1974）のセルフ・モニタリング尺度の日本語版を用いて自記式質問紙調査を

実施した。対象総数は492人で，日本人介護職者336人と EPA に基づく外国人介護職者156人で

あった。

結果 日本人介護職者と外国人介護職者の比較では，5 年以上の長期的な継続意向は，日本人が外

国人に比べて有意に高かった（x2＝5.759, P＝0.022）。セルフ・モニタリング尺度を用いて測

定したコミュニケーション能力では，外国人が日本人に比べ，尺度全体を始め，下位尺度の外

向性，演技性で有意に優れていた（P＜0.001）。また，バーンアウト尺度による分析からは，

外国人は日本人と比較し，バーンアウトしにくいことが示された（P＜0.05）。
結論 外国人介護職者は同年代の日本人介護職者に比べ，コミュニケーション能力に優れ，社会的

適応力が高く，心身症状も望ましい状態を示したが，長期就労意向は低く，就労継続意向に関

連する他の要因があることが考えられた。
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 緒 言

. 外国人介護職者受け入れの現状

2000年から施行された介護保険制度以降，要介護

（要支援）認定者は増加し，サービスの量も増加し

ていることから，2025年には，237万人から249万人

の介護人材が必要との推計がされた1)。1 年あたり

約 6 万人の増員を図らなければならないことが厚生

労働省より明らかにされている。しかし，2007年以

降，介護人材の離職率が16から21台にて推移す

る介護福祉分野（医療・福祉を含む全産業における

離職率は14から16台)1,2)では，介護人材の年間

増員数は 4 万人ほどにて推移する。また，医療・福

祉を含む全業種（農林水産業，鉱業，公務は除く）

における平均勤続年数が12.1年3)であるのに対し，

介護職の平均勤続年数は4.9年4)である。

高齢者の介護に携わる人材の不足は深刻であり，

2025年には，その不足数は38万人に至ると試算され

ている5,6)。わが国の介護は日本人の手で担うもの

とし，そのために人材の処遇改善等の推進に焦点を

あてる国内施策のみの展望は，厳しくなってきてい

ると考えられる。

2008年に締結された経済連携協定（Economic
Partnership Agreement; EPA「以下，EPA」）に基づ

き，本邦はインドネシア，フィリピン，ベトナムの

3 か国から介護福祉士候補者「以下，候補者」の受

け入れを開始した。EPA の枠組みの中で候補者

は，介護施設等にて 3 年間就労・研修をしながら日

本の介護福祉士の資格取得を目指す。3 か国からは

2017年 9 月までに3,529人の候補者が入国し7)，2018
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年 3 月の時点で累計709人が資格を取得，約2,400人
が国家試験に向けて実務経験を積んでいる8)。

2016年 6 月 2 日，経済産業省は，「日本再興戦略

2016―第 4 次産業革命―」として，外国人受け入れ

の推進検討をはかることを示した9)。同年11月21日
に成立した介護福祉士の資格所有者を対象とした出

入国管理および難民認定法（介護福祉士の資格を有

する外国人が日本で働けるよう，在留資格に介護を

追加することを柱として改正された。2017年 1 月 1
日施行）と外国人の技能実習の適正な実施及び技能

実習生の保護に関する法律（来日した外国人の受入

れ先に対する監督を強化する新法。施行に合わせ，

技能実習の職種に介護が加えられた。2017年11月 1
日施行）により，今後，介護分野はさらに外国人労

働力の広がりをみせることが見込まれる。

しかしながら，候補者の介護施設への定着率に関

しては，厚生労働省の報告では雇用契約終了の 4 年

次でおよそ27の EPA に基づく外国人介護職者が

帰国しており10)，日本人介護職者の年間離職率16.7
2)と比べて低くはない。また，別の調査では，

2008年から2016年までに入国した候補者2,777人の

うち，介護福祉士の取得者542人に対し，介護施設

で就労を継続する者の数は381人との報告もあ

り11)，その調査報告による介護施設への定着率は，

入国者数全体の約14に止まることになる。

. 国内外の先行研究

高齢者ケアに関わる介護職者の心理的健康や離職

問題に関し，海外の研究では数多くの報告がされて

いる。しかし，介護施設で就労する外国人に関して

は，外国人就労者が施設利用者やその家族によって

敬意を払われないことが，1 年以内の離職意向と密

接に関係していることを明らかにした研究が 1 件あ

るのみである12)。

国内においては，EPA に基づき来日した候補者

に関連する調査・研究が報告されているが，教育に

関する研究がほとんどである13～16)。外国人介護職

者を対象にした就労継続支援の視点からの報告は，

候補者のうち，自国の看護師資格を有する者の受け

た看護教育的背景が，日本における介護業務内容と

結びつきの低いことを指摘し，彼らの定着に向けて

介護に関わる基本的な教育支援の必要性を示唆した

研究が現在のところ 1 件である17)。

一方で，医師や看護職等を始め，教職や介護職と

いった対人援助職を対象とした研究では，バーンア

ウト（燃え尽き症候群）と離職行為・意向の関連性

が多く報告されている18～21)。バーンアウトとは，

長期にわたり人を援助する過程で，心的エネルギー

がたえず過度に要求された結果引き起こされる極度

の心身の疲労と感情の枯渇を主とする症候群であ

り，卑下，仕事嫌悪，思いやりの喪失をともなうも

のと定義されている22)。介護職を対象に絞ったバー

ンアウトに関する研究では，バーンアウトの関連要

因として大別される環境的要因と個人的要因の双方

から分析し，バーンアウトと離職や転職意向との結

びつきを示した研究報告がある23)。

対人援助職の従事者は，相手の期待やその場の状

況に応じた適切な対応がとれるといった高度なコ

ミュニケーション能力が常に求められるため，スト

レス反応を引き起こしやすいと言われている24)。こ

の対人コミュニケーションを司る内面の感情および

感情表出の統制力は，対人関係において自己を客観

的な視点から観察した上で，周囲の状況や他者の期

待に応じて制御する個々の性格的特性と傾向性，す

なわちセルフ・モニタリングと呼ぶことを提唱さ

れ25)，尺度が開発された。

セルフ・モニタリング尺度において，高得点者は

自己の感情表出の統制能力に優れていることとな

り，社会的適応において有利であるとされてい

る26)。また，セルフ・モニタリングは，コミュニ

ケーション能力を反映していることから，コミュニ

ケーション能力の評価のための重要な指標として研

究に用いられてきた27,28)。

一方，サービス領域や対人的職業の労働者は，相

手にとって望ましい態度をとるため，内面の感情の

統制は，より深いレベル，つまり感情自体の管理，

深層演技に踏み込まざるをえず，それは自らの自我

を蝕み傷つけるといったマイナスの側面を指摘され

ている。すなわち，感情の不協和（自分が感じてい

ない感情を表出すること）である29)。感情の不協和

は，就労上の心理的健康を阻害するひとつの要因と

され，バーンアウトとの関連の大きさが報告されて

いる30,31)。これに対し，セルフ・モニタリングの能

力が高いと感情の不協和が低減され，バーンアウト

に陥りにくいことが示されてきた32,33)。

以上の過去の研究から，サービス領域や対人的職

業の従事者において，セルフ・モニタリングとバー

ンアウトおよび就労意向の関係は，密接な関係があ

ると考えられる。

しかし，わが国の介護分野において，介護人材の

確保は最重要の課題とされながら，今後より広がり

が予測される外国人介護職者の心理的健康と就労意

向に焦点を当てた調査・報告は，行われていないの

が現状である。

したがって，本研究では，外国人介護職者がより

長期的に安定した就労の継続ができるよう，具体的

な支援の方法を検討するために，就労希望期間と
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バーンアウトおよびセルフ・モニタリングの現状に

ついて，日本人介護職者との比較を通して，今後の

長期滞在が望める若い世代の外国人介護職者におけ

る特徴や傾向を見出すことを目的とした。

 研 究 方 法

. リクルート方法

調査は，厚生労働省の調査に応じて名称を公開し

ている，EPA に基づく候補者の受け入れ施設137件
の中から，乱数表を用いた単純無作為法にてランダ

ムに抽出した施設または法人82か所へ連絡を試み

た。そのうち，本調査研究について依頼書郵送の承

諾が得られた51施設に対して，研究の概要を口頭ま

たは書面で説明した。最終的に調査研究協力に同意

を得られた26施設を対象に，同施設に勤務する日本

人介護職者と EPA に基づく外国人介護職者に対し

て，施設の責任者を介して郵送調査を実施した。

. 対象と調査期間

本邦の26施設にて就労する介護職者として，日本

人介護職者336人，EPA に基づく外国人介護職者

156人の計492人を対象とし，平成29年 7 月22日～9
月17日を期間として自記式質問調査を行った。

. 対象の取り込み基準

1) 日本人介護職者

対象者は，EPA に基づく介護福祉士の受け入れ

介護施設にて就労する介護職者で，年齢20歳から35
歳未満，就労年（月）数 6 か月から 6 年未満の者。

研究への参加同意を得られた者であった。

2) 外国人介護職者

対象者は，EPA に基づく候補者ならびに介護福

祉士で，年齢20歳から35歳未満，日本の介護施設に

おける就労・研修年（月）数 6 か月から 6 年未満の

者。日本語能力試験 N3 の合格者もしくは同等以上

の能力のある者で，参加同意を得られた者であった。

3) 年齢と経験年数における基準設定の背景

取り込み基準の年齢と経験年数においては，本研

究が就労継続支援を旨としていることから，他の年

代に比べて離職率が高く，バーンアウト尺度が高得

点を示す20歳代33)を中心とし，日本人介護職者の全

国平均年齢43.8歳と平均勤務年数4.9年34)，ならび

に外国人介護職者の平均年齢23.6歳35)の報告に基づ

き設定を行った。

. 倫理的配慮

外国人介護職者へは依頼書の文章を易しい日本語

に換えて記し，質問項目の難解な漢字にはルビを

振った。すべての調査票には調査依頼書を添えて本

研究の目的・方法・倫理的配慮等の説明を記載。回

答は対象者の自由意思で行われることを明記し，回

答後は本人自身が調査票を封筒に入れて密封する方

法を徹底した。また，調査票の表紙に調査研究に同

意することを表すチェックボックスへのチェックを

以て同意が得られたものとした。なお，本研究は，

筑波大学医の倫理審査委員会の承認を得て行われた

（承認番号11712号。承認年月日2017年 7 月 7 日）。

. 質問紙の構成

1) 基本属性

日本人介護職者は，年齢，性別，介護職者として

の経験年（月）数を項目に入れ，外国人介護職者は，

年齢，性別，国籍，日本語能力（N1～N4，N1 が

最も高い），所有資格（日本の介護福祉士資格の有

無），経験年（月）数（日本における介護職者とし

ての経験年数）を質問項目とした。

2) 就労希望期間

「あなたが，今後介護職の就労を継続しようと考

えている期間に，最も当てはまるものを○で囲んで

ください」との質問項目を作成し，今後の介護職者

としての就労希望期間を「6 か月未満」・「6 か月以

上 1 年未満」・「1 年以上 3 年未満」・「3 年以上 5 年

未満」・「5 年以上10年未満」・「10年以上」の 6 つの

選択肢にて設定した。

3) コミュニケーション能力

本研究においては，コミュニケーション能力を測

る指標として，文化的等価性と信頼性ならびに十分

な妥当性を持つ36) Snyder のセルフ・モニタリング

尺度（全25項目）の日本語版37)が合致すると考え使

用した。

セルフ・モニタリング尺度は，「外向性（10項
目）」，「他者志向性（12項目）」，「演技性（4 項目）」

の 3 因子にて構成される。下位尺度に位置づく「外

向性」は，社会的な事柄への関心が高く社交的な傾

向，「他者志向性」は，ある状況で適切な行動をと

ることへの関心度の高さや自己の感情の統制力，

「演技性」は場に応じてさまざまな役割を演じる傾

向で，他者を喜ばせたり，会話が流暢である特性を

指している37)。

各項目の質問に対して，「非常にそう思う 5 点」，

「ややそう思う 4 点」，「どちらとも言えない 3 点」，

「あまりそう思わない 2 点」，「全くそう思わない 1
点」からなる 5 件法にて回答を得た。全体尺度の得

点は25点から125点となる。下位尺度は，「外向性尺

度」が10点から50点，「他者志向性尺度」が12点か

ら60点，「演技性尺度」が 4 点から20点の範囲で評

価を行った。なお，複数の下位尺度に用いられる項

目が存在するため，下位尺度の合計得点と全体尺度

の合計得点は異なる。
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4) バーンアウト

バーンアウトの症状を測定する尺度には，対人援

助職の従事者を対象として開発されたマスラック・

バーンアウト・インベントリー（Maslach Burnout
InventoryMBI）の尺度の日本語版38)を用いた。

日本語版バーンアウト尺度は，全17項目の 5 件法

で回答されるもので，安定した因子構造と優れた再

現性を示し39)，「情緒的消耗感（5 項目）」，「脱人格

化（6 項目）」，「個人的達成感（6 項目）」の 3 つの

下位尺度にて構成される。「情緒的消耗感」とは，

仕事を通じて，情緒的に力を出し尽くし，消耗して

しまった状態を意味し，「脱人格化」は，対象者に

対し，無情で非人間的な対応と定義されている。

「個人的達成感」は，対人援助の職務に関わる有能

観，達成感を指している。

これら下位尺度は，経験頻度「いつもある 5 点」，

「しばしばある 4 点」，「時々ある 3 点」，「まれにあ

る 2 点」，「ない 1 点」として得点化した。

なお，本研究では，田尾・久保（1996）の自己診

断表40)を用いて評価を行うため，尺度ごとに単純加

算にて得点を算出した。診断表では，情緒的消耗感

の得点19以上を「注意」，21以上を「要注意」，24以
上を「危険」とし，脱人格化は，15以上を「注意」，

18以上を「要注意」，21以上を「危険」，個人的達成

感においては，15以下を「注意」，12以下を「要注

意」，9 以下を「危険」としている。情緒的消耗感

と脱人格化においては，得点が高い方がバーンアウ

ト徴候の強い状態であることを意味している。一方

で，個人的達成感においては，得点が高いほどバー

ンアウト徴候の低い状態であることを指す。

. 統計学的手法

日本人介護職者と外国人介護職者 2 群の比較にお

いて，セルフ・モニタリング・スコアとバーンアウ

ト・スコア，年齢および勤続年数の比例尺度の変数

には，二標本 t検定を使用し，性別の名義尺度の

変数には x2 検定を用いた。また，バーンアウト診

断基準による危険度を「問題無し」から「危険」ま

で 4 値化した尺度と就労希望期間を「6 か月未満」

から「10年以上」まで 6 値化した順序変数の比較に

は Mann-Whitney の U 検定を使用した。就労希望

期間の割合の 2 群間比較および，外国人介護職者の

介護福祉士の資格所有の有無に関する群内比較で

は，全対象者における就労希望期間の中央値が 3 年

から 5 年であったことに基づき，就労希望期間を

「5 年未満」と「5 年以上」に 2 値化して x2 検定に

て検定した。また，外国人介護職者の日本語能力

（N1～N4）と就労希望期間の相関関係の分析には

Kendall の t を用いた。

有意水準はすべて 5未満（両側）としている。

統計ソフトは SPSS Statistics, Ver.22.0 IBM 社製を

使用した。

. アウトカム

主要評価項目を就労希望期間とし，副次評価項目

を「セルフ・モニタリング・スコア」，「バーンアウ

ト・スコア」とした。

 研 究 結 果

26施設に在籍する外国人介護職者156人，日本人

介護職者336人の配布総数計492人に対する回収数は，

1 都16県24施設の外国人介護職者が114人（回収率

73），日本人介護職者が255人（回収率76）であっ

た。年齢または介護職者としての経験年数が基準に

合わなかった201（外国人39，日本人162）の回答が

除外された。取り込み基準を満たした回答168のう

ち，回答の欠損21，不正回答（重複回答を認めたも

のや回答が極端に偏位しているもの）3 を除いた解

析対象数は，外国人介護職が70，日本人介護職は74
の計144であった。

なお，本調査研究に協力の得られた26施設は，1
都16県に分布し，本邦の 8 地方区分を網羅した。

. 基本的属性

表 1 に，分析対象者の基本的属性と得点化された

各尺度の統計量の比較を示す。基本的属性をみる

と，性別では，外国人介護職者と日本人介護職者共

に女性の占める割合が高く，有意差は無かった。年

齢に関しては，外国人介護職者は日本人介護職者を

上回り，一方で，介護職者としての経験年数におい

ては，日本人介護職者が外国人介護職者を上回り，

それぞれに有意差が示された。

. コミュニケーション能力

表 1 のセルフ・モニタリング尺度全体得点では，

日本人介護職者に比べ外国人介護職者が高い得点と

なって有意差が示された。下位尺度の外向性では，

外国人介護職者が日本人介護職者と比較して得点が

高く有意差があった。演技性においては，外国人介

護職者が日本人介護職者よりも高い得点となり有意

差が認められた。なお，下位尺度の他者志向性に関

しては，外国人介護職者の方の得点が高かったもの

の，日本人介護職者との間に有意差は無かった。

. バーンアウト・スコア

表 1 のバーンアウトの情緒的消耗感尺度では，日

本人介護職者に比べて外国人介護職者が低い得点と

なって有意差が示された。個人的達成感尺度では，

外国人介護職者が日本人介護職者に比べて得点が高

く有意差を認めた。なお，脱人格化尺度において

は，日本人介護職者の方の得点が高かったものの，
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表 対象の基本的属性と各変数の記述統計

解析対象（n＝144) 外国籍（3 か国）内訳

日本人 外国人 (3 か国) P 値d フィリピン インドネシア ベトナム

n (a) 74(51) 70(49) 26(18) 30(21) 14(10)
性別

男性 n (b) 28(38) 18(26)
0.153

8(31) 8(26) 2(14)
女性 n (b) 46(62) 52(74) 18(69) 22(74) 12(86)

平均値（標準偏差)

年齢（歳) 23.6(2.7) 27.4(2.3) ＜0.001 28.9(2.7) 26.5(1.6) 26.5(1.3)
勤務年数c 3.1(1.4) 2.5(1.2) 0.013 2.5(1.6) 2.6(1.1) 2.3(0.6)
セルフ・モニタリング 71.5(9.1) 79.5(7.5) ＜0.001 78.0(7.4) 81.7(8.2) 77.6(4.9)

下位尺度【外向性】 26.3(5.7) 33.5(4.9) ＜0.001 33.1(4.8) 34.2(5.7) 33.0(3.0)
得点範囲10～50

下位尺度【他者志向性】 37.2(5.7) 38.1(4.6) 0.327 36.9(5.0) 39.3(4.1) 37.6(4.6)
得点範囲12～60

下位尺度【演技性】 8.5(2.8) 12.4(2.7) ＜0.001 10.9(2.6) 13.2(2.3) 13.6(2.7)
得点範囲4～20

バーンアウト

下位尺度【情緒的消耗感】 17.3(4.5) 15.4(3.8) 0.007 14.6(3.2) 15.8(4.2) 15.9(3.8)
得点範囲5～25

下位尺度【脱人格化】 14.3(5.9) 13.0(3.9) 0.119 12.6(4.1) 13.1(3.7) 13.4(4.3)
得点範囲6～30

下位尺度【個人的達成感】 15.6(4.8) 19.2(3.2) ＜0.001 19.4(3.2) 19.6(3.1) 17.9(3.1)
得点範囲6～30

a全解析対象に占める割合。フィリピン，インドネシア，ベトナムは外国籍に占める割合

b国籍ごとに占める割合

c日本における介護職者としての勤務年数

dP 値 日本と外国の 2 群比較。性別のみ x2 乗検定，その他は 2 標本 t検定

注尺度の変数は，自然数以外小数第 2 位を四捨五入した。バーンアウト下位尺度の採点は単純加算法である。
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日本人介護職者と外国人介護職者 2 群間に有意差は

無かった。

表 2 では，外国人介護職者と日本人介護職者間に

おけるバーンアウト危険度の傾向を示している。外

国人介護職者は日本人介護職者に比べて，情緒的消

耗感の「注意」と脱人格化の「注意」に該当した者

の割合の多さを示したものの，情緒的消耗感，脱人

格化，個人的達成感のいずれも「問題なし」に該当

した者は外国人介護職者の方が多かった。さらに，

「要注意」と「危険」に該当した外国人介護職者は，

情緒的消耗感尺度，脱人格化尺度，個人的達成感尺

度のすべてで日本人介護職者と比べて少ない結果と

なった。

. 就労希望期間

図 1 は，日本人介護職者と外国人介護職者の就労

希望期間の割合を比較している。最も多く回答され

た就労希望年限は，外国人では「3 年以上 5 年未満」

で，日本人では「10年以上」であった。就労希望期

間を 5 年未満と 5 年以上に 2 値化した 2 群間比較で

は，5 年以上の長期就労希望者の割合が，日本人介

護職者74人中32人（43），外国人介護職員70人中

19人（27）となって有意差が示され（x2＝5.759/

P＝0.022），5 年以上の長期就労意向に関しては，

日本人介護職者の方が高い結果を示した。なお，

Mann-Whitney の U 検定では，日本人介護職者の

方が長期希望に多く偏りが見られたものの，外国人

介護職者との間に有意差は無かった（P＝0.075）。
図 2 には，外国人介護職者の就労希望期間と介護

福祉士資格を示した。介護福祉士の資格を所有しな

い場合（54人）は，就労希望期間が 5 年未満である

ことが多く（43人，80），資格を有する場合（16
人）は，就労希望期間が 5 年以上であることが多い

（11人，70）ことが示された（x2＝5.479/P＝

0.027）。
また，外国人介護職者の日本語能力（N1～N4）

と就労希望期間の間では，弱い正の相関が認められ

（t＝0.237/P＝0.048），日本語能力が高いほど就労

希望期間が長いことが示された。
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表 バーンアウト診断基準による危険度の比較

解析対象（n＝144)

日本人(n＝74) 外国人(n＝70) P 値

情緒的消耗感

問題無し 43(58) 53(77)

0.005
注意 10(14) 12(16)
要注意 14(19) 3( 4)
危険 7( 9) 2( 3)

脱人格化

問題無し 41(55) 49(70)

0.019
注意 9(12) 14(20)
要注意 12(16) 3( 4)
危険 12(16) 4( 6)

個人的達成感

問題無し 36(48) 62(89)

＜0.001
注意 17(23) 8(11)
要注意 14(19) 0
危険 7(10) 0

P 値 日本と外国の 2 群比較。Mann-Whitney U 検定。

n ()

田尾・久保（1996）の診断表の，「まだ大丈夫」と「平

均的」を正常範囲内と見なし，本研究では「問題無し」

という表現に換えて用いている。

「問題無し 1 点」，「注意 2 点」，「要注意 3 点」，「危険 4
点」として得点化し，解析を行った。

図 日本人介護職者と外国人介護職者における就労希望期間の割合
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 考 察

本研究で，外国人介護職者は日本人介護職者と比

べ，セルフ・モニタリング・スコアが高得点でるた

め，コミュニケーション能力に優れ，バーンアウト

の徴候は低く，バーンアウト診断上の危険度も少な

い傾向を示した。

外国人介護職者は，バーンアウトの徴候や危険度

が低いことから，日本人介護職者と比較して仕事由

来のストレスにより上手く対処し，心身の健康を維

持することができていることが分かる。また，セル

フ・モニタリング・スコアの全体得点を始め，外向

性ならびに演技性が有意に高かったことからは，日

本人介護職者と比べてより社会的な事柄への関心が

高く，社交的な傾向や場に応じてさまざまな役割を

演じる傾向を有し，他者を喜ばせたり，会話が流暢

である特性を持っていると考えられる。さらに，外

国人介護職者は，社会的適応力に優れ，対人コミュ

ニケーションにおいて，日本人介護職者と比べてそ

の能力が高いと説明することができる。

コミュニケーション能力の高かった外国人介護職

者が，バーンアウトにおいてもより危険度の低い特

徴を認めたのは，これまでの対人援助職に従事する

日本人を対象とした先行研究41,42)と同様の傾向で

あった。

しかしその一方で，本研究で明らかになったよう

に，5 年以上の就労希望期間において，外国人介護

職者は日本人介護職者の 6 割ほどとなって有意差が

示された。このことからは，外国人介護職者は，就

労希望期間とバーンアウト・スコアおよびコミュニ



44

図 外国人介護職者の就労希望期間と介護福祉士資格の有無
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ケーション能力との関連性において，より長期的な

就労の継続に関する別の要因が存在する可能性があ

ると考えられた。これは，バーンアウト・スコアが

正常を示す（あるいは正常化する）ことと離職意向

または就労期間との関連を明らかにするこれまでの

日本人を対象とした研究43)とは異なる傾向を示して

いると言える。

また，本研究では，介護福祉士の資格取得者と資

格を有しない外国人介護職者との比較において，資

格を有する者が 5 年以上の就労希望期間で有意に高

い結果を示した。このことは，有資格者が保有資格

のない者に比べて介護職者としてより中長期的な就

労の継続を考えていることを示している。介護福祉

士の国家試験において合格を果たした者のうち，

70の外国人が在留し，介護職者として就労を継続

している報告11)や，保有資格のない者の平均勤続年

数が4.4年であるのに対し，介護福祉士の資格を有

する者の平均勤続年数が8.0年と長いことを明らか

にしている調査報告44)は，本研究の結果を裏付ける

ものと考えられる。より長期的な就労を視野に支援

を展開するに際しては，資格取得の有無が重要な要

素となる可能性があるのかもしれない。

本研究の限界と課題としては，質問紙調査の実施

にあたり，依頼の時点で，年齢と介護職者としての

勤務年（月）数を規定せず全数調査を行ったため，

取り込み基準を満たし，解析に用いた対象数が部分

に留まったことが挙げられる，本研究の取り込み基

準は先行研究調査資料を参考に設定したが，年齢・

経験年数において日本人介護職者と外国人介護職者

間に有意な差が見られた。2018年 2 月時点の受け入

れ施設は387施設であり45)，本研究の26施設は約

7に過ぎず，調査対象範囲を拡大すれば，外国人

介護職と基本属性が一致した日本人介護職者のコン

トロールを設定できたかもしれない。

また，今回の調査において，日本人介護職者，外

国人介護職者のいずれも労働条件上の任期の有無に

関しては質問項目に入れていない。外国人介護職者

においては，EPA の性質上介護福祉士の資格取得

が在留資格となり，就労の期限を変える要因となる

ため，就労意向に対する調査の手法としては課題が

残された。

さらに，本研究は横断的研究であり，調査から明

らかとなった外国人介護職者の就労意向の特徴が，

実際の就労年数の経過においてどのように変化もし

くは影響してくるのかという点までは解明ができて

いない。今後は，より高いエビデンスと一般化可能

性をはかるため，外国人介護職者の就労継続状況を

追跡し，更なるデータの収集と分析が必要になって

くると考える。

しかしながら，本調査研究で示された外国人介護

職者の特徴や傾向が，今後もさらに国際化が進むと

見込まれる介護分野において，外国人介護人材の就

労継続支援に関する調査・研究活動を通して見出さ

れる知見に対し，定常の示唆を提供できるものと考

える。

本調査研究の実施にあたり，多大な御協力を賜りまし

た26施設の理事長様ならびに施設長様を始め，EPA に基
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づく候補者を御指導，御支援される研修責任者の方，研

修支援担当者の方，そして質問調査票の回答に快く御協

力くださった介護職者の皆様方に心から御礼申し上げま

す。

開示すべき COI 状態はない。

(
受付 2018. 2.21
採用 2018.10. 4)
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Characteristics of work intention, burnout, and communication skills in foreign
nursing care workers

Junko KAMEYAMAand Hisako YANAGI2

Key wordsforeign nursing care worker, work intention, burnout, self-monitoring, communication skills

Objectives To drive speciˆc support methods to help foreign nursing care workers continue stable employ-
ment over a longer period, the objective of the present study was to examine the characteristics and
trends in the work intention, burnout, and communication skills of foreign nursing care workers by
comparing them with Japanese nursing care workers.

Methods We conducted a self-administered questionnaire survey of foreign nursing care workers accepted
under the Economic Partnership Agreement (EPA) and Japanese nursing care workers of the same
age. The questionnaire included Japanese versions of the Self-Monitoring Scale developed by
Snyder (1974) and the Maslach Burnout Inventory (MBI, 1981). The total number of subjects was
492, including 336 Japanese care workers and 156 foreign care workers.

Results Compared with Japanese nursing care workers, their foreign counterparts had lower intention of
working for a long term (x2＝5.759, P＝0.022). However, their communication skills were sig-
niˆcantly better (P＜0.001) and their scores on emotional exhaustion and personal achievement in
the burnout scale were better (P＜0.05).

Conclusion Compared to Japanese nursing care workers of the same age, foreign nursing care workers ex-
hibited better communication skills, higher social adaptability, and more desirable psychosomatic
conditions, but their intention to work for a long term was lower. Therefore, it was suggested that
other factors are related to foreign care workers' intention to continue to work.
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